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我が国における大学入試に関する専門職団体の必要性とその展望 
―― 一般社団法人 大学アドミッション専門職協会の設立背景を中心に―― 

 
木村 拓也（九州大学），山本 以和子（京都工芸繊維大学），西郡 大（佐賀大学）， 
立脇 洋介（九州大学），植野 美彦（徳島大学），池田 輝政（U&C ストラテジー） 

 
文部科学省教育関係共同利用拠点で行なった九州大学アドミッションオフィサー養成講座の 5 年間

の実績をもとに，「大学アドミッション」の職能の高次の次元として，「新たな入試戦略の立案と入試

設計」と定め，そこを最終目標に「大学アドミッション」専門知を構造・体系化した。そうした構

造・体系化のもとで「大学アドミッション」の関係者の社会的地位向上と資格や表彰による業務の可

視化の必要性から，我が国においても，「大学アドミッション」に関する専門職団体の機能が期待され

る。 
キーワード：大学アドミッション，専門職養成，表彰制度，資格制度 

 
1 問題の所在—九州大学アドミッション・オフィサ

ー養成講座から得た経験と専門職が孕むジレンマ 
 2014 年中央教育審議会答申『新しい時代にふさわ

しい高大接続の実現に向けた高等学校教育，大学教育，

大学入学者選抜の一体的改革について』で「各大学に

おけるアドミッション・オフィスの強化や，評価の専

門的人材の育成，教職員の評価力向上に対する支援を

行うことが急務」(中央教育審議会, 2014: 14)と謳われ，

2016 年度に概算要求の共通政策課題(入学者選抜改革

分)により，多くの国立大学に新規にアドミッショ

ン・オフィサーが配置された。 
併せて，同年度から九州大学が文部科学省教育関係

共同利用拠点に採択され，専門的職員養成モジュール

として，「九州大学アドミッション・オフィサー養成

プログラム」1) を実施してきた(木村編, 2020a, 2020b, 
木村ほか, 2021)。2021 年 3 月までの 5 年間では，共

催した大学コンソーシアム京都での高大連携教育フォ

ーラム特別分科会や大学入試センターのアドミッショ

ン・リーダー研修での開催分も含めて，31 コマの講

座を開催し，延べ854人が参加した。その内，毎年3
月に定期的に開催していた九州大学アドミッション・

スペシャリスト能力開発研修会の受講者の大学アドミ

ッション業務の経験年数を示したのが表1である。 
研修会の参加者は職務経験 5 年未満の人が約 65%

を占めていた。概算要求で新規に配置された方の新任

FD 的な構想でもあり，アドミッション・オフィサー

として実際に業務を担当しておられる教職員の実践知

を想定して，カリキュラム構造を作り，講師を選定し，

講座を実施してきたことも関係している。 
 一方，参加者アンケートの自由記述欄を分析したと

ころ，「評価されないことへの不安」，「専門知識の学

習に時間がかかることへの不安」，「業務量に対するセ

ンターのポストの少なさやそれに伴う研究や昇進への

弊害」，「単調な入試業務の仕事が中心であること」，

「周りから専門職員としての理解の無さ」，「異動の少

なさ」，「相談相手が不足していることの不安」，「職に

対する理解・必要性の得られ無さに対する不安」があ

げられた(木村ほか, 2021: 100-102)。概算要求が 5 年

の時限であったり，多くのアドミッションセンターで

任期制が採用されていることもあり(例えば，永野

2016)，職としての処遇や専門職としての認知の無さ

から任期制に対する漠とした不安が読み取れる。 
 

表1. 第1-5 回の九州大学アドミッション・スペシャリスト能力開発研修会参加者の入試業務経験期間 
期間 人数(列%) 第1回(2017) 第2回(2018) 第3回(2019) 第5回(2021) 合計 
1年未満 21名 (41.2%) 14名 (23.3%) 10名 (15.2%) 6名 (14.6%) 51名 (23.4%)
1年-5年未満 16名 (31.4%) 26名 (43.3%) 29名 (43.9%) 18名 (43.9%) 89名 (40.8%)
5年-10年未満 7名 (13.7%) 11名 (18.3%) 16名 (24.2%) 11名 (26.8%) 45名 (20.8%)
10年-15年未満 5名 (9.8%) 6名 (10.0%) 10名 (15.2%) 2名 (4.9%) 23名 (10.6%)
15年以上 2名 (3.9%) 3名 (5.0%) 1名 (1.5%) 4名 (9.8%) 10名 (4.5%)
計 51名 (100.0%) 60名 (100.0%) 66名 (100.0%) 41名 (100.0%) 218名 (100.0%)

木村他(2021) のp.96の表4より，作成。参加者アンケートの集計なので，実際の参加者数とはずれる。第4回はコロナ禍で中止。 
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職務経験5年未満の人が多く集まった研修であり，  
その多くがアドミッションセンターの任期制に不安を

抱えていることを踏まえたとき，次のステップとして

は，どういう教職員が，「大学アドミッション専門職」

として大学に認知され，雇用が継続され，長くこの仕

事に携わることができるかの問題に踏み込まざるを得

なくなった。 
そこで，各大学で活躍しておられるアドミッショ

ン・オフィサーの事例から振り返ると，大学入試政策

を読み解き，自大学の立ち位置を見定め，実務をこな

し，さらに，高大連携・高大接続・大学入試からなる

「大学アドミッション」に関する企画を新規に立案で

きる職能を持った人材であると認められて初めて，

「大学アドミッション専門職」として学内外で認知さ

れていることに気づかされる。つまり，与えられたル

ーティーンの入試業務をただこなすだけではなく，自

ら積極的に提案し，入試広報や新たな入試区分の設定，

歩留まり率の勘案から，追跡調査，作題管理，出願前

教育や入学前教育のプランニングや，初年次教育との

接続，はたまた海外との高大接続まで，学内で幅広い

専門に従事していく必要があるだろう。 
しかし，上記のような業務で求められる職能は多岐

にわたるので1人で全部を担いきれる訳でもない。九

州大学で実施してきたFDなどの初級レベルの研修に

参加し基礎知識を身につけたところで，早晩実務で行

き詰まることが予想されるため，より上級のレベルに

到達するための，ノウハウやきっかけが必要であるこ

とは容易に想像がつく。つまり，「大学アドミッショ

ン」の専門業務を行う際に，どうやって学内でコネク

ションやネットワークを作り，どういう考えに基づい

て，「大学アドミッション」の専門業務を進めていけ

ばいいのかである。こうした業務の方向性は参加者ア

ンケートの自由記述欄にあった「相談相手が不足して

いることの不安」にも表れている。 
ただ，多くの教職員は任期付きの処遇に置かれてお

り，学内外でネットワークの元に継続的に行う必要の

ある「大学アドミッション」業務との関係を考えれば，

業務と処遇がアンビバレントな関係にあることもわか

る。これは，現在，「大学アドミッション専門職」が

抱えるジレンマであると言っても過言ではないだろう。 
 
2 先行事例の検討--海外における大学入試専門職団体

の状況 
「大学アドミッション」に関する研修については，

我が国でも米国の状況を紹介した中世古・山本・西

郡・木村（2018），イギリスの状況を紹介した花井

（2020）、韓国の状況を説明した山本（2017・2018）
の研究がある。専門職団体の概要については，米国の

状況を紹介した中島(1988)がある。中島は，米国大学

教務部長・入学審査部長協会(American Association 
of Collegiate Registrars and Admissions Officers : 
AACRAO)が，1910 年に「レジストラー(入学登録管

理職)15 人と会計担当者 9 人計 24 人の会員で結成さ

れた」(中島1988:53)と紹介している。1988年の東工

大による文部省委託研究報告書に掲載された段階です

でに「A.O.(アドミッションズ・オフィサー)が専門職

性を高めて職能成長するために，研修すなわち現職教

育はかなり重視されている。職能団体として発達して

きた AACRAO や NACAC，また CEEB 等は，毎年

数回のワークショップを開催し，研修の機会を提供し

ている。また，研修用のテキストが出版され，ワーク

ショップにも，自学自習用や自己評価のためにも利用

されている」(中島, 1988: 59)と述べている。 
また，こうした「大学アドミッション」業界では重

要な専門職団体の機能として，専門職の就業環境に関

する調査を行なっていることも我が国で紹介されてい

る。古くは，荒井(1988)で，AACRAO が 1985 年に

行なった入学者選抜状況の調査や，アドミッション

ズ・オフィスの組織と役割、給与や経験年数に関する

調査の報告が紹介されている。1985 年の調査は，

1979 年にも同種の調査が行われており，データが比

較できるが，こうした専門職に関する継続的な調査が

行われることは，専門職の就業環境の向上を図る意味

において重要であろう。 
最近では，米国大学入学相談活動協会(National 

Association for College Admission Counseling ：

NACAC)が，キャリアパスに関する報告書を 2014 年

に上梓している。注目すべきは，「大学アドミッショ

ン専門職」の業界への歩留まり率(retention)について

調査していることであり，「回答者の 55％が 2〜3 年

以内に新たなキャリアの機会を求める予定であると回

答した。そのうち，15％はアドミッション業界以外

の機会を求めている，または求める予定であり，

39％はこの業界に留まるか，別の業界に入るかはわ

からないと答えている」(NACAC, 2014: 13)と報告し

ていることである。こうした「大学アドミッション」

業界への歩留まり率を高めるために，「忍耐と助け合

いが重要な役割を果たす」(NACAC, 2014: 13)として

いる言及からも、「大学アドミッション専門職」とし

ての相互研修などの互助の大切さと業務を専門的に理

解し実践に至るまでにかかる時間の大切さが窺える。 
我が国でも，こうしたキャリアパス調査の萌芽とな



大学入試研究ジャーナル第 32 号 
 

- 222 - 

る，九州大学アドミッション・オフィサー養成講座で

行なった「大学アドミッション専門職」のキャリアパ

ス調査がある(山本ほか, 2019)。ここでは，我が国の

「大学アドミッション専門職」が抱える問題として，

教職員の任期付の問題やそれごとにキャリアプランニ

ングの展望とその弊害を調査している。加えて，年代

や職別の受講目的を尋ねた結果，2 つの研修目的，つ

まり，「(大学)アドミッション業務に興味・関心があ

り，転身を希望する人対象のプログラム(初任者研修

を含む)」(括弧内は筆者の加筆注，以下，同じ)と
「(大学)アドミッション業務の中での役割やこれまで

の業務歴や熟練度に応じた業務知識やスキルアップを

目的とした能力開発」(山本ほか, 2019: 289)のニーズ

が存在していることを明らかにした。 
 
3 我が国における専門職団体の必要性とその性格 
 以上の先行研究から，我が国の「大学アドミッショ

ン」の関係者が置かれた状況を省みると，米国のよう

に業界の関係者の社会的地位の向上やキャリアパスの

明確化を図る機能や団体が存在していないことに気づ

かされる。具体的には，任期付のように社会的身分の

不安定なままに，大学経営に直結する重要な任務を課

せられる，捻れた構造の解消を担う機能や団体の存在

が重要である。専門職としての初任者研修や上級者研

修，及びキャリアパス調査などは，まさにそうした目

的に位置付けられるものであると考えて良いだろう。

特に，キャリアパス調査は，「大学アドミッション」

業界が置かれている状況の可視化に役立つと考えられ

る。そうした職能の開発や専門性の向上が，所属大学

で替えの効かない存在として認知されることの助けと

なり，ひいては処遇の改善に「大学アドミッション」

業界全体として寄与するものと考えられる。 
もちろん，我が国には，全国大学入学者選抜研究連

絡協議会や国立大学アドミッションセンター連絡協議

会があり，活発に活動している。その性格上，前者は，

各大学の入学者選抜研究委員会等での研究成果の発表

が中心であり，後者は，国立大学アドミッションセン

ターに限定された組織である。我が国における「大学

アドミッション」の関係者は，国立大学は教員で，私

立大学は職員であることが多い。研究発表は業績上必

須であるために比較的多くの教員が行うが，職員の場

合は必ずしも教員と同様ではない。また，我が国の大

学セクターは，圧倒的に私学が占めており，国立大学

のみの組織の規模もさほど大きいわけではない。その

意味で，上記の 2 つの組織とは別に，研究ベースで

はない，ネットワークづくりを主とした研修機能を持 

表２ 入試関連業務の一覧 
(1) 入学選抜に関する事務：入試委員会の事務，募集要項の作

成，試験場設営や監督者の割り当てなど入学試験実施上の
事務，出題・採点に関する事務，推薦入学，帰国子女や外
国人留学生等特別選抜のための事務等。 

(2) 各種調査：入学試験に関する各種統計資料の作成，入学者
選抜に関する各種調査や資料の収集，高等学校調査書に関
する調査や入学後の成績等の追跡調査，入学者選抜方法研
究委員会等調査研究委員会の事務等 

(3) 情報処理：電算機による(1)や(2)の業務の支援，入試成績
等のデータベース作成・維持・管理等。 

(4) 広報・リクルート：大学案内，PR誌，ビデオ等の作成，
高等学校との懇談会や説明会の開催，大学公開や後援会の
開催，高等学校訪問等。 

（東京工業大学1998:10の表IIIより作成） 
 
ち，「大学アドミッション専門職」業界の社会的地位

の向上を目指した，設置者の別を超えた，専門職団体

についても設置の必要性が浮かび上がってくるだろう。  
こうした必要性を念頭に置いて，「大学アドミッシ

ョン」業務に関する国の施策の整理も，一旦，必要に

なってくるだろう。表2は，東京工業大学が行なった

文部省委託研究の報告書で整理された，現在のアドミ

ッションセンターの原型となる業務整理の表である。

木村(2008, 2014)で言及してきたように，我が国では，

昭和 42 年に国立 8 大学(室蘭工大，東北大，東京工

業大，名古屋大，広島大，九州大，長崎大，宮崎大)
に，入学者等の追跡調査を任務とする入学者選抜方法

に関する研究委員会 2) を設けられた。追跡調査をベ   

ースとした組織づくりを入試整備の柱としてきた経緯

がある。ただ，近年米国の UC の入試改革の事例を

見ても，追跡調査の結果を重視しない改革方針が出さ

れたり(木村, 2021)，入学者の予測的妥当性に基づく

ロジックの限界も露呈しつつある。一方，図 1 で表

したようなルーティーンとしての入試業務サイクルに

携わるだけでは，任期を外す根拠になりにくかったり，

大学にとって替えの効かない必要な専門人材とみなさ

れることも難しい現実もあるだろう。少子化の時代を

迎え，志願者数が年々落ち，選抜機能が弱まって行く

中で，志願者を集め，優秀な入学者を確保するという

立ち位置に留まる状況にはない。従って，図 1 にあ

る学生募集戦略の策定と，学生募集計画の実施におい

て，国や社会の入試改革と連携した新規の企画を立て

ることができるプランナーとしての要素も必要になっ

てくるだろう。すなわち，新たな入試戦略の立案や入

試設計が最も上位の職能になってくると考えられる。 
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図1 入試関連業務のサイクル 
（木村2016，p.45 図4-1 より作成） 

 
先の経緯で確認したような追跡調査を柱とした職能と

いうよりは，新たな入試戦略の立案や入試設計を実行

するために，追跡調査や広報調査のスキルも付随して

くる，という構造変容が考えられる。ここに「大学ア

ドミッション」に関する大きな組織理念の転換が起こ

っているのではないだろうか。そうした職能の概念図

を示したのが，図 2 である。九州大学アドミッショ

ン・オフィサー養成講座を構想した際，「中等教育・

高等教育論(高大接続論)」「テスト・教育評価論」「ア

ドミッション論」「入試戦略・設計論」と大きく 4 つ

の領域を策定した(木村ほか, 2021: 91-92)。当然のこ

とながら，この全てを1人で職能としてカバーするこ

とは不可能である。となれば，互いの職能の理解も含

めて，互助会的に相互研修を行う必要があり，その延

長線上に，「大学アドミッション」の専門業務を協働

して行うことも可能になる，といった職能構造が求め

られる，と考えた。「大学アドミッション」の専門知

の理念モデルとしては，「中等教育」や「高等教育」，

それをつなぐ「高大接続」についての「現状の理解」

があり，別の次元で，「測定評価論」や「進路指導論」

の理論の理解があり，それらを総合した上で，新たな

「入試戦略・設計」から帰結する「価値創造」の次元

に至ると構想した。 
 こうした中で，我が国特有の状況に応じた対応も必

要になってくる。上述したように，九州大学アドミッ

ション・オフィサー養成講座に参加した参加者の不安

の中で，「評価されないことへの不安」，「業務量に対

するセンターのポストの少なさやそれに伴う研究や昇

進への弊害」，「周りからの専門職員としての理解の無

さ」，「職に対する理解・必要性の得られなさに対する

不安」が挙げられていたことに注目すると，彼らの業

績や職能を評価する機能が必要とされていることに気

づく。つまり，「大学アドミッション専門職」の職能

を構造化し，それに応じた研修を行うだけでは不十分

であり，職能の獲得を奨励し，評価する機能が必要と

なってくる。採用や昇進に関しては学内の部局教員な 

 
図2 新たな高大接続システムの価値創造を担う専門職の概念図 

 
どによって行われることが多く，また，学内委員会で

の説明の必要もあるので，他分野を専門とする学内関

係者にも分かりやすい指標として，専門職団体におけ

る職業資格の評価と証明が必要となるだろう。また，

「相談相手が不足していることの不安」は，入試業務

ゆえに秘匿事項が多く，気軽に話せないということは

もちろんだが，こうしたネットワークを形成する際に

は，専門職団体としての守秘義務とメンバーシップの

厳格さと行動規範が必要になってくる。純粋に，大学

に所属する「大学アドミッション関係者」というカテ

ゴリーの規範遵守は必須であろう。そこが担保されて

初めて，業務上の悩みの相談やノウハウ・情報の交換

を行う上級研修の開催が可能となる。これは，九州大

学アドミッション・オフィサー養成講座を実施して得

られた経験でもあった。加えて，先般の大学入試改革

に際し，「大学入試のあり方に関する検討会議」の最

終提言の中で，「幅広い関係者，当事者の意見に耳を

傾ける」(文部科学省, 2021: 5)とされたが，そうした

提言に対する団体の声明を今後表明していくことも大

事になってこよう。また，海外の同種の専門職団体と

の交流や，専門職団体が取り上げるグッドプラクティ

スの紹介も，団体の活動としては大事になってくる。 
以上を踏まえると，我が国における大学アドミッシ

ョン専門職団体として，必要とされる専門職団体の目

的としては，大学教育の更なる質向上のために，大学

入学者選抜に関する職能開発と研究活動の両面から得

られた知見を共有し，「大学アドミッション専門職」

の確立と発展を目指すこと，が重要であると考えられ

るに至った。この目的に沿って，専門職団体が求めら

れる機能としては，以下の 3 点を掲げた。① 研修機

能（研修の実施と職能の理論化，テキストの出版など

の専門知の蓄積・共有継承も含む），② 奨励機能（学

内での昇進や採用に関わる専門職の職能を証明する資

格や賞の創設），③ 価値創出機能（入試関係者の相互

研修を通じた人的ネットワーク構築の機能や，声明・

提言の発表，及び，専門職調査を通した専門職として

入学試験の実施

広報・追跡調査の実施

• 入試区分ごとの大学適応度

の把握

• 入試区分ごとの入試広報の

効果測定 など

学生募集戦略の策定

• 入試区分の設定／見直し

• 大学イメージ(UI)の普及戦略

• 募集要項・パンフレットの作

成 など

学生募集計画の実施

• オープンキャンパスの実施

• 大学入試説明会への参加

• 高等学校への個別訪問 など

入学試験実施の準備

• 合否処理業務の準備

• 試験問題の作成

• 試験監督者へのレクチャー

• 面接担当者へのレクチャー

など

入学試験の実施

大学アドミッションの
専門知識

中等教育 高大接続論 高等教育

進路指導論

入試戦略・設計

現状の理解

理論の理解

価値創造

測定評価論
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の社会的地位の向上機能，海外との連携，先進事例の

発信機能）である。 
 

4 大学入試に関する専門職団体における現状と課題 
 上記の理念と問題意識のもと，2020 年 12 月 21 日

に設立登記したのが，「一般社団法人 大学アドミッシ

ョン専門職協会」(Japan Association for College and 
University Admissions Profession：JACUAP[ジャ

クアップ]）である3)。公的に流通する専門職資格の創

設などを見越した際，法人格を持つということを重視

した。発起人は，国公私立大学のアドミッションに関

係する教職員32名が集まった。 
2021年4月25日に開催した「設立シンポジウム」

は，157 名の参加者があり，国公立大学教員 36 人

(22.9%)，国公立大学職員 11 人(7.0%)，私立大学教員

12 人(7.6%)，私立大学職員 67 人(42.7%)，その他 31
人(19.7%)であった。参加者アンケートに回答してい

ただいた 44 人(回収率 28.0%)のうち，「期待感が高ま

りましたか？」という問のうち，「かなり高まった」

と答えたのが，17 人(38.6%)，「まあまあ高まった」

と答えたのが，18 人(40.9%)で，「高まった」と分類

される割合が79.5%であった。 
入会希望度合いを聞いた質問の回答のうち，「シン

ポジウムに参加する前から入会する予定があり，シン

ポジウム後手続きをする予定である」，「すでに入会済

みである」，「賛助会員（大学関係者以外の個人，大学

院生）としての入会を考えている」，「入会資格がない」

以外の 11 人のうち，3 人(27.3%)が「入会したいと思

わない」だったが，8 人(72.7%) が，「入会する気が

無かったが，シンポジウムに参加して入会したい気持

ちが高まった」であった。 
結果，8 月 1 日現在の会員数は 72 名となり，教員

が 42 人(58.3%，内訳：国公立 29 人，私立 8 人，独

立行政法人5人)，職員が30人(41.7%，内訳：国公立

7 人，私立 23 人)である。専門職の中核層は，国立大

学アドミッションセンター教員と私立大学入試課職員

ではあるが，実際の入試業務に関わっている関係者の

人数構成とそう大差ないものと考えられ，設置者の種

別と教職員がバランスのよい構成となっている。 
先に言及した専門職団体としての目的とあるべき機

能から，事業としては，(1) 大学入学者選抜に関する

研究会，シンポジウム，研修会，講習会等の開催と

監修，(2) 大学入学者選抜に関する人的ネットワーク

の構築，(3) 大学入学者選抜に関わる職能の評価及

び資格の認定，(4) 大学入学者選抜に関する刊行物等

の編集発行，(5) 優れた大学入学者選抜の実践・研究 

表３ 大学ｱﾄﾞﾐｯｼｮﾝ専門職協会のﾋﾞｼﾞｮﾝ・ﾐｯｼｮﾝ・ﾊﾞﾘｭ  ー
1.    ビジョン（vision） 

すべての大学に大学アドミッション専門職を配置する 
 大学アドミッションに関する職能を確立し，大学および高等

学校の発展に寄する大学アドミッションの価値創造を行う大学

アドミッション専門職をすべての大学に配置する。 
2.    ミッション（mission） 
a. 高校生の大学移行定着(トランジション)を支援する専門職を養

成する 
 大学に入学し，充実した大学生生活をおくる学生を一人でも

増やすことを目的として、大学アドミッションの職務を遂行で

きる専門職を養成する。 
b. 多領域に及ぶ専門性を互いに補い合い一定の職務レベルを

保った専門職を養成する 
 大学アドミッションに関する専門領域は多岐に及び，個々で

その専門性を全てカバーすることが難しい。そのため，協会が

構築するネットワークの中で，互いに専門性を補い合い，大学

アドミッションの職務を遂行できる専門職を養成する。 
c. 実務につながる研究知を持った専門職を養成する 
 大学アドミッションの研究知を通して，基礎素養を身につ

け，専門スキルを修得し，実務につなげることのできる専門職

を養成する。 
3.    バリュー（value） 

大学アドミッション専門職として，高大接続システムを創出す

るための以下の３つの職能を重視する。 
a. コーチング・コミュニケーターとしての職能 
 高校生の知的好奇心や進学意欲を適切に喚起することがで

き，高校生および高校教員，保護者に対して大学に進学する意

味を伝えることができる。 
b. アカデミック・コミュニケーターとしての職能 
 複雑に進化する大学の先端諸学問の情報を収集し，大学で学

問する魅力について，高校生の興味関心，発達段階に対応する

形で適切に解説を加えることができる。 
c. テスティング・コミュニケーターとしての職能 
 大学アドミッションの国内外の動向を深く理解し，各大学の

立ち位置に応じた大学アドミッションを提案・実施できる。 

 
への表彰，(6) 大学入学者選抜に関する啓発，支援及

び助言活動，(7) 国内外の大学入学者選抜及び関連

諸科学の諸団体との交流並びに情報交換と定款に定

めた。加えて，こうした事業を行う際の専門職団体の

運営指針として，一般社団法人 大学アドミッション

専門職協会のビジョン・ミッション・バリューを掲げ

ている(表3)。 
まず，専門職団体のビジョンは，「すべての大学に

大学アドミッション専門職を配置する」ことであり，

これに従えば，会員数を788名近くまで増やすこと

が当面の目標である。「大学アドミッション」に関す

る職能開発と研究活動の両面から得られた知見を共有

し，大学アドミッション専門職の確立と発展を目指す

という専門職団体が掲げる団体の目的から演繹的に導

かれたビジョンの設定であり，目的を達成するための

手段としてシンプルにビジョンが設定される。 
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また，「大学アドミッション」に関する職能開発と

研究活動の両面から得られた知見を共有するための専

門職団体のミッションとして，まず第一に，高校生を

大学生として育成する専門職という観点を打ち出しな

がら，多様に広がる「大学アドミッション専門職」の

職能を互いに補いながら一定のレベルに到達する専門

職の養成を目指すことを明確にしている。更に，入試

実務に繋がる研究知を重視し，実務が高いレベルでこ

なせる専門職を養成することを目指している。ここは，

専門職団体の目的を達成する具体的な戦術の部分に当

たる。 
その上で，専門職団体が活動する際に大切にする価

値観や行動指針として掲げるバリューとしては，将来

の大学生を育成するという視点で，コーチングを，学

問を語るという意味で，アカデミックを，テスト・試

験を実施に向けて学内外で語れるという意味で，テス

トという３つの観点でのコミュニケーターを目指すこ

とを重視する姿勢を謳っているが，こうした業務の多

様性の構造そのものが専門職が専門職たるべき理由で

もあり，相互の研鑽なければ，専門職として到達し得

ない地点を示している。 
2021 年 11 月末までの協会の活動としては，「大学

アドミッション専門職」としての上級研修として，大

学入試ミスを事前に防ぐための研修や，高校生に接す

る際のコーチング技術の習得のための研修，さらに，

入試業務のゴールを再確認することによって日々の業

務の見直しを相互に図る研修，上司として1年目の入

試課職員やアドミッションセンター教員を新人研修を

することを想定し，「大学アドミッション専門職」と

しての職能を互いに言語化する研修など，少人数のワ

ークグループを中心に「大学アドミッション専門職」

の職能と知見を相互に高めるための研修を4回行った。

また，長年「大学アドミッション」業界で貢献し，

2020 年度に退職を迎えた関係者よる記念講演を 2 回

行い，専門知と経験の共有も図った。また，2021 年

8 月に行なった第 1 回年次大会で，コロナ禍での個別

大学の事例を中心に関係者のみによる情報交換を行い，

各大学のコロナ禍への対応を見直すグループワークも

行った。 
また，これまで，協会主催のシンポジウム，研修で

寄せられた期待する研修内容は表4の通りである。内

容を見ても，会員同士の業務上の情報交換や日々の悩

みの共有などが行える，研究成果発表とは趣の異なる

ネットワークづくりが可能なテーマであることがわか

る。 

表４ 今後専門職団体で実施を期待されている研修内容 
• 大学入試広報の効果測定 
• 入学前教育や高校との単発的でない，システマティ

ックなつながり方 
• オンライン入試（筆記試験のCBT化，WEB面接の

ノウハウ等） 
• 入試広報の効果的な手法について 
• 入試制度設計に必要なスキル 
• 追跡調査，多変量解析 
• 入試種別ごとの留意点(特に学校推薦型や総合選抜な

ど) 
• 学部が求める受験生を獲得するための方法論や事例

• 高大連携活動の事例を学ぶ 
• 入学試験に係る業務の外部委託化の是非 
• 18歳人口減少に伴う入学者選抜の変化 
• 大学間の連携を取り入れた入試の実施体制 
• 定員充足のための各大学の取組事例 
• 日本の入試制度の歴史 
• 海外の入学者選抜の在り方 
• 進学相談会における面談の手法 
• 主体性の評価，多面的な評価について 
• 国際入試，12年の課程修了にかかわる資格承認に関

するテーマ 
• 入学前教育 
• 総合型選抜，学校推薦型選抜の方法と評価について

• アドミッションセンターのある各大学の機能の実態

• 日本の社会における大学入試での公平性，公正性の

今後のあり方や許容範囲等に関するテーマ 
• アドミッション専門職と学内組織（執行部・学部

等）との付合い方のコツ 
 
 今後の課題は，こうした研修や会員交流セッション

などを企画していく会員の数を増やしていくことであ

る。設立メンバーは，協会の礎作りに奔走してきたが，

本来の入試業務に併せて，会員サービスを行っていく

のはとても大変な作業であった。その意味では，会員

の互助会組織であることの確認は重要であるし，過度

なサービスの提供には，相応の財務基盤が必要になっ

てくる。その意味では，こうした業務の軽減と業務の

平滑化が協会運営の課題であり，「大学アドミッショ

ン」業界の共通課題であると考えられる。「大学アド

ミッション専門職」に研修が必要だとしても，それを

持続可能にする体制づくりとサポートが併せて必要で

ある。 
 
5. 結語--大学入試に関する専門職団体の今後の展望 
文部科学省がまとめている「大学における教育内容

等の改革状況」によれば，「入学者受け入れに関する

専門家の属性」は，国立大学では，「教員」配置が

61%増加しており(2014 年 23 人→2018 年 37人)，私

立大学では，「その他」配置が24%増加(2014年75人
→2018 年 93 人)していることがわかる(文部科学省, 
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2018: 53, 2020: 58)。「大学アドミッション」に関する

専門人材は数自体として，急速に拡大しつつあるが，

その職能の多様な拡がりを鑑みた時，専門職団体が持

つ機能というのは，今後ますます重要になってくるだ

ろう。 
大学入試が変わらないと，高校教育が変らない，と

言われてきたが，まずは、入試を企画する「大学アド

ミッション」に関する専門人材を育成することが，高

大接続改革の重要な一手にもなりうる。大学入試改革

には，学内の説得が必要となる。そのために必要な人

脈，信頼，実績，知識が必要になってくるだろう。そ

もそも，「大学アドミッション」の専門業務は、学内

外で継続的な業務をしてこそ，力が発揮できるもので

あり，所属大学への愛校心も必要とされる。そのため

には，冒頭で指摘したように，任期付きの身分では力

が発揮でないことも多い。また，米国では離職率が高

いことからもわかるように，職務への適応まで難易度

が高く，周囲のサポートが欠かせない職業でもある。

そうした状況の解消のために，専門職団体の中で，相

互に研鑽し合い，専門職としての社会的認知を高めて

いくことが，「大学アドミッション」に関する業界の

長年の課題でもある処遇問題を解決することに繋がっ

ていくだろう。 
 大学アドミッション専門職協会は，2021 年 7 月に

大学入試のあり方に関する検討会議の提言に合わせて

公開された「大学入学者選抜関係基礎資料集 第 4 分

冊(制度概要及びデータ集関係」の「我が国の入試制

度の概要」のページで大学アドミッション専門職協会

に関する情報が掲載されるなど，設立の段階で一定の

注目を集めた(文部科学省, 2021: 26)。今後は，「大学

アドミッション」に関する専門職団体として，まず第

一に，会員が自由に自身が企画した研修プランを持ち

寄り，会報には，会員に資する情報を寄稿するといっ

た「参加型組織」になることが必要であり，互いの得

意とする職能を披露し，不足する職能を研修によって，

補い合うことで高め，講師と受講生が毎回たち変わる

ような互助会組織になることが求められていくだろう。

また，資格や表彰制度によって相互承認し合い，職能

を可視化していくことも，「大学アドミッション専門

職」の社会的地位の向上や大学における採用・昇進に

おいても，必要になってくる。専門職団体が「参加型

組織」となるためには，相互に持ち寄った職能研修を

企画することを，専門職の職能として位置付け，企画

立案を評価の対象として，専門職のキャリアに位置付

けることが大事である。こうした「参加型組織」であ

ることと，「大学アドミッション」としての職能の可

視化を組み合わせる仕掛けが，専門職団体の目的実現

には必要不可欠である。こうした企画力の育成・向上

がひいては，「大学アドミッション専門職」関係者が

所属する大学での入試 FD/SD を企画する力を養い，

さらには，国や社会の入試改革と連携した新たな「大

学アドミッション」の企画力につながると考えられる。 
 
注 
1） 九州大学アドミッション・オフィサー養成プログラムの中

に，毎年 3 月に開催するアドミッション・スペシャリスト

能力開発研修会と不定期に開催している国際シンポジウム

などの複数の開催行事が含まれている。 
2） その委員会の全国組織を 1971 年に第 1 回入学者選抜方法

研究委員会設置大学連絡会議（現在の「全国大学入学者選

抜研究連絡協議会」）を設置した。 
3） 協会 HP（https://www.jacuap.org/）に記載している設立

の趣旨文は次のとおりである。 
「現在，世界的な産業・就業構造の変化やそれに伴う中等

教育と高等教育の多様化と国際化という社会の構造的な変

革の時代を迎え，新たな高大接続システムの価値創造を担

う専門職が必要とされています。 
 こうした一連の改革や構造変動の進展とともに，大学ア

ドミッションの重要性に対する認識が強まり，アドミッシ

ョンの実施運営のためのセンターや専門部署等が相次いで

設立されてきました。その中で，設立メンバーを中心に，

アドミッション・オフィサーに関する養成講座を実施する

など，大学アドミッションの専門性確立の動きが本格化し

はじめました。 
 大学アドミッションは，対象とするアドミッション業務

の秘匿性や複雑性及び多様性を背景に，中等教育、高等教

育，高大接続論，測定評価論，進路指導論，入試戦略・設

計にも及ぶ大きさと広がりをもっています。このことは、

専門職の職能確立を困難にしてきました。一方で，こうし

た専門領域の広がりと高校と大学の人材育成を一気通貫す

るヴィジョンの必要性ゆえに，大学アドミッションに関す

る専門職が一層必要とされることにもつながります。こう

した変動の時代をむかえていっそう明らかになった大学ア

ドミッションに係わる諸問題と大学アドミッションにおけ

る企画設計の重要性を考えるとき，基礎素養，専門スキル，

実務能力の 3 つの観点から，設置者や教職員の違いをこえ

た専門職の結集と交流をはかることが重要になってきます。

高等学校関係者との協働のもと，互いにその職能を高め合

い，研修，奨励を通して，大学アドミッションの一層の深

化発展をめざすとともに、その専門的知識やスキル，経験

の普及を図り，実践的，政策的課題の解決に寄与する大学

アドミッション専門職の職能の確立が重要な課題となりつ
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つあります。 
 こうした状況をふまえ，このたび次のような有志が集ま

り，発起人となり大学アドミッション専門職協会の設立を

企図いたしました。」 
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